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研究要旨 

成人喘息の有病率の経年変化に関しては十分な報告がない。本研究の目的は、全国のインター

ネットリサーチ集団を対象にした有病率調査を行い、近年の成人喘息の有病率の経年変化を全

国レベルで明らかにすることである。我々は 2010 年、2012 年にマクロミル社のインターネッ

トリサーチモニター集団を対象に日本語版 ECRHS 調査票による疫学調査を行い、その結果を

報告してきた。本研究は、2017 年 1 月に 2010、2012 年と同様の手法でインターネットを介し

た有病率調査を行うことにより、その結果を比較した。 

 すべての喘息指標において、経年的な有病率・頻度の上昇傾向を認めた。しかし、アレルギ

ー性鼻炎の有病率の経年変化は認めなかった。本調査からは、喘息の有病率の上昇傾向の原因

は不明である。 

 

A. 研究目的 

成人喘息の有病率の経年変化に関しては十

分な報告がない。唯一の報告は我々が以前に

報告した、静岡県藤枝市一般住民における

1985 年、1999 年、2006 年の喘息有病率調査

からの経年変化の報告である。この研究では、

この期間で３倍程度の有病率の増加が示され

た。しかしながら、この現象が静岡県藤枝市に

限った現象なのか、全国的に認められる現象

であるかに関しては不明であった。また、2006

年以降の経年変化に関しても明らかではない。 

本研究の目的は、全国のインターネットリ

サーチ集団を対象にした有病率調査を行い、

近年の成人喘息の有病率の経年変化を全国レ

ベルで明らかにすることである。我々は 2010

年、2012 年にマクロミル社のインターネット

リサーチモニター集団を対象に日本語版

ECRHS 調査票による疫学調査を行い、その結

果を報告してきた。本研究は、2017 年 1 月に

2010、2012 年と同様の手法でインターネット

を介した有病率調査を行うことにより、その

結果を比較した。 
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B. 研究方法 

【対象】 

 各県庁所在市の 20－44歳のマクロミルⓇのリサ

ーチモニター登録会員から、研究対象者をランダ

ムに 2010 年調査では 1000 名、2012，2017 年調

査では 2000 名まで抽出し、日本語版 ECRHS 調

査票をインターネットを介して配布、回収した 

【調査対象地区】 

2010、2012 年に関しては 47 県庁所在市 

2017 年調査に関しては、札幌市、仙台市、東京都

区部、横浜市、新潟市、名古屋市、大阪府、広島県、

福岡市の 9 地区のみ 

【調査期間】 

①2010 年 1 月 15 日から 1 月 28 日（14 日間） 

②2012 年 1 月 13 日から 1 月 25 日（12 日間） 

③2017 年 1 月 10 日から 1 月 22 日（12 日間） 

【調査方法】 

喘息と関係のない数問の予備調査を事前に行い、

この調査に何らかの回答を寄せたものを対象に本

調査を行った。本調査は 20 問の調査項目からな

り、未回答者には回答の催促を最大 3 回まで行い、

この対象者から回収率を最大限挙げるように努め

た。 

【統計解析】 

3 回の調査ともにデータのある 9 地区に関して、

喘息、アレルギー性鼻炎有病率の経年変化を明ら

かにした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、国立病院機構相模原病院の倫理員会の

承認を得て行われた。 

 

C. 研究結果 

調査地区と、各年の調査における対象者数と

回収率を表１に示す。回収率は一貫して 80％

以上の高水準を維持できている。 

図１から７に、最近 12 か月の喘鳴、現在の喘

息（医師による喘息診断＋最近 12 か月に症状

あり）、最近 12 ヶ月の喘息発作、現在の喘息

治療薬の使用、最近 12 か月の予定外受診、最

近 12 か月の喘息入院、アレルギー性鼻炎の経

年変化を示す。アレルギー性鼻炎の有病率は

横ばいであったが、喘息関連指標に関しては

すべて経年的に増加傾向であった。この傾向

に関しては、新潟市の頻度が横ばいであった

こと以外、顕著な地域差は認めなかった。 

 喫煙、ペット飼育など確立した喘息危険因

子の保有者が経年的に増えているか否かを表

２に示した。明らかに経年的に増えている危

険因子は認めていない。 

 

表１．調査対象者数と回収率 

 
図１．最近 12 か月の喘鳴 
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図２ 現在の喘息（医師による喘息診断＋最

近 12 か月に症状あり） 

 
 

 

図３ 最近 12 ヶ月の喘息発作 

 
 

図４ 現在の喘息治療薬の使用 

 
 

 

図５ 最近 12 か月の予定外受診 

 

 

図６ 最近 12 か月の喘息入院 

 

 

図７ アレルギー性鼻炎 
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表２ 喘息危険因子保有者の経年変化 

 

 

D. 考察 

アレルギー性鼻炎ではなく、喘息指標のみ

で経年的な増加傾向が認められた理由は明ら

かではない。喘息に関係する喫煙、ペット飼育

などの背景因子を持つ者の頻度は経年的に不

変もしくは減少しており、喘息有病率の増加

はこれらの背景因子の経年変化では説明でき

なかった。その他の危険因子が経年的に変化

している可能性を推定している。過剰診断の

可能性も考える必要があるかもしれない。 

今後も有病率の経年変化の把握のため、

2022 年ごろの 1 月に同様手法での調査を行う

ことが望ましいと考える。 

 

E. 結論 

若年成人を対象としたインターネット調査

で 2010 年から 2017 年にかけての喘息有病率

の経年的増加が明らかになった。 
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